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(57)【要約】
【課題】１７００ＭＰａ以上の引張強さを有し、引張変
形性能、耐遅れ破壊特性に優れた高力ボルト及びその製
造方法を提供する。
【解決手段】質量％で、Ｃ：０．３５～０．７０％、Ｓ
ｉ：０．５０～２．５０％、Ｍｎ：０．１０～１．００
％、Ｃｒ：０．３０～３．００％、Ｍｏ：０．５０～１
．５０％、Ａｌ：０．００１～０．１％を含有し、残部
はＦｅ及び不可避不純物からなる鋼材を軸部２における
形状パラメータＳ（＝Ａｂ／Ａｅ、Ａｂは軸部の有効断
面積、Ａｅはねじ部の有効断面積）が０．８５以上１．
２５未満の値となるようにボルト形状に成形し、８５０
℃～１０５０℃の温度範囲内でオーステナイト化処理し
て焼入れした後、５００℃～６５０℃の温度範囲で焼戻
処理を施す。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で
　Ｃ：０．３５～０．７０％、
　Ｓｉ：０．５０～２．５０％、
　Ｍｎ：０．１０～１．００％、
　Ｃｒ：０．３０～３．００％、
　Ｍｏ：０．５０～１．５０％、
　Ａｌ：０．００１～０．１％
を含有し、残部がＦｅ及び不可避不純物から成る高力ボルトであって、ボルト頭部からね
じ部までの部位における内部金属組織の９０体積％以上が焼戻マルテンサイト組織である
と共に、当該部位の引張強さが１７００ＭＰａ以上であり、次式（１）で表される軸部形
状パラメータＳが０．８５以上１．２５未満の値であることを特徴とする高力ボルト。
　Ｓ＝Ａｂ／Ａｅ　・・・　（１）
（式中のＡｂは軸部の有効断面積、Ａｅはねじ部の有効断面積を示す）
【請求項２】
　請求項１に記載の高力ボルトの製造方法であって、素材をボルトに成形した後、８５０
℃～１０５０℃の温度範囲内でオーステナイト化処理を施した後に焼入れして内部金属組
織の９０体積％以上をマルテンサイト組織とした後、５００℃～６５０℃の温度範囲で焼
戻処理を施すことを特徴とする高力ボルトの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、土木、建築等の接合部に使用される高力ボルト及びその製造法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、土木建築分野ではＦ１０Ｔ（ＪＩＳ　Ｂ　１１８６）及びＳ１０Ｔ（ＪＳＳII０
９）の高力ボルト（引張強さが１０００～１１００ＭＰａ）による摩擦接合が主流である
が、超高層建築物をはじめとする部材の厚肉化や高強度化に対して、より一層のボルトの
高強度化が求められている。
　最近ではＦ１０Ｔの約１．５倍に相当する軸力の導入が可能なＦ１４Ｔ超高力ボルト（
引張強さ１４００ＭＰａ～１６００ＭＰａ）が製品化され、建築分野での利用実績が増え
ている（例えば、非特許文献１）。
【０００３】
　さらに、１７００ＭＰａ超級の超高力ボルトが実用化されれば、接合部の更なるコンパ
クト化が可能となり、鋼構造物のデザインも変革できる。すなわち、ボルトの超高強度化
によって、省資源化、省力化、省エネルギー化そしてＣＯ２削減という大きな波及効果が
期待できる。
【０００４】
　ところが引張強さが１２００ＭＰａを超えた低合金鋼（炭素以外の合金元素の添加量が
１０％以下）では、遅れ破壊が深刻な問題であり、高力ボルトの高強度化の大きな妨げと
なっている。
　遅れ破壊とは、大気腐食によって水素が発生し、鋼材中に侵入して鋼材が脆化して起こ
る破壊で、時間遅れ破壊の略称である。室温において鋼中で応力集中部に拡散集積する水
素、いわゆる拡散性水素が遅れ破壊の原因である。この遅れ破壊のため、Ｆ１４Ｔ超高力
ボルトが開発されるまでの約３０年間、土木建築用高力ボルトの高強度化はＦ１０Ｔおよ
びＳ１０Ｔの高力ボルトで頭打ち状態であった。
【０００５】
　前述のＦ１４Ｔボルトでは、拡散性水素の許容量が大きな鋼材の開発と遅れ破壊の起こ
りにくいボルト形状の開発により耐遅れ破壊性能の向上が図られている（特許文献１、非
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特許文献１）。具体的には、Ｍｏ、Ｖの炭窒化物等の鋼中水素をトラップする粒子をマト
リクス中に微細に分散させて許容水素量を大きくした鋼材を素材とすると共に、ボルトの
（１）ねじ形状の開発、（２）ボルト軸からねじ部への移行部形状の改良、（３）ボルト
頭部首下曲率半径ｒの増大、（４）ナットの形状変更した、従来のＦ１０ＴおよびＳ１０
Ｔの高力ボルトとは異なる独自の形状が開示されている。
　なお、許容水素量とは、ある荷重負荷条件下で、その水素量以下では素材が遅れ破壊し
ない拡散性水素量の許容値を示し、耐遅れ破壊性能を比較するためのひとつの指標である
。
【０００６】
　一方、特許文献２では、Ｃ、Ｓｉ，Ｍｎ，Ｃｒ，Ｍｏの添加量の規定と共に、焼戻処理
温度を５００℃～Ａｅ１と規定することで耐遅れ破壊特性に優れた１８００ＭＰａ級機械
構造用鋼が製造できることが開示されている。
【０００７】
　ところが、上記機械構造用鋼材から既存のＦ１０Ｔボルトと同じねじ形状の高力ボルト
を製造した場合には、ボルトの大気暴露試験でボルトのねじ部を起点とした遅れ破壊が頻
繁に発生するという問題点もあった（非特許文献２）。しかも引張強度が１８００ＭＰａ
の超高強度鋼材では切欠靭性が低く、ボルトの引張変形能が低いという問題点もあった。
【０００８】
　図１に示すように、高力ボルトは、頭部１、軸部２、ねじ部３の部位で構成され、ねじ
部３で応力の集中がとくに大きく、しかも高軸力のボルト締め付けに際しては塑性ひずみ
も大きくなるため、ねじ部３を起点として遅れ破壊が起こることは良く知られている。
【０００９】
　特許文献３では、頭部１をねじ部３よりも高い温度で温間成形して軸部２から頭部１に
かけてボルトの強度が傾斜的に低くなるように制御することで引張強さが１８００ＭＰａ
レベルでありながら延性、遅れ破壊特性に優れ、しかも優れた耐衝撃性を有するボルトが
開示されている。ただボルト成形は温間域で行われるため従来の冷間成形プロセスと比べ
てボルトの量産性に課題がある。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】高力ボルト接合における高強度化技術の最前線、２００８年度日本建築
学会大会（広島）、構造部門（鋼構造）、パネルディスカッション資料、（２００８）、
ｐ．１
【非特許文献２】工業材料、第５７巻、（２００９）、ｐ．３４
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－２７６６３７号公報
【特許文献２】特開２００３－０７３７６９号公報
【特許文献３】特開２０１１－０５８５７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、前述のような従来技術の問題点を解決し、Ｆ１０ＴボルトおよびＳ１０Ｔボ
ルトの１．７倍に相当する軸力の導入が可能で、耐遅れ破壊特性に優れた土木・建築用の
高力ボルト製品を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記の事情に鑑みて種々研究した結果、１７００ＭＰａの超高鋼材であ
ってもボルトねじ部３への応力集中を小さくすれば、水素許容量を大きくして耐遅れ破壊
特性を向上できることを知見し、ボルトの軸部２の最適化を図ってボルト軸部２でボルト
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の変形を担わせればボルト製品の引張変形性能を改善するとともに高軸力のボルト締め付
けの際の高力ボルトねじ部３における塑性ひずみおよび応力集中を低減できることを見出
した。
【００１４】
　本発明は、このような知見に基づいてなされたものであり、その要旨とするところは、
以下の通りである。
【００１５】
　本発明の高力ボルトは、質量％で
　Ｃ：０．３５～０．７０％、
　Ｓｉ：０．５０～２．５０％、
　Ｍｎ：０．１０～１．００％、
　Ｃｒ：０．３０～３．００％、
　Ｍｏ：０．５０～１．５０％、
　Ａｌ：０．００１～０．１％
を含有し、残部はＦｅ及び不可避不純物からなり、かつボルト頭部１からねじ部３までの
部位の９０体積％以上が焼戻マルテンサイト組織から成る内部金属組織を有すると共に、
上記部位の引張強さが１７００ＭＰａ以上であり、当該高力ボルトの軸部２において、次
式（１）で表される軸部形状パラメータＳが０．８５以上１．２５未満の値であることを
特徴とする。
　Ｓ＝Ａｂ／Ａｅ　・・・　（１）
（式中のＡｂは軸部の有効断面積、Ａｅはねじ部の有効断面積を示す）
【００１６】
　また、本発明の高力ボルトの製造方法は、上記高力ボルトの製造に際して、素材をボル
トへ成形した後、８５０℃～１０５０℃の温度範囲内でオーステナイト化処理を施した後
に焼入れして、内部金属組織の９０体積％以上をマルテンサイト組織とした後に、５００
～６５０℃の温度範囲で焼戻処理を施すことを特徴としている。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば従来Ｆ１０Ｔの１．７倍以上の軸力を導入可能で、素材をボルトへ成形
後の焼入れおよび焼戻処理で遅れ破壊特性、とくに引張変形性能に優れた高力ボルトを提
供することができ、産業上の貢献が期待できる。
　これは、（１）ボルトの軸部２の有効断面積（Ａｂ）とねじ部の有効断面積（Ａｅ）の
比率を調整して、ボルトの軸心方向の高張力に対してはねじ部３よりもボルト軸部２が先
行して降伏変形することで遅れ破壊の発生点となるねじ部３への応力集中及び塑性ひずみ
の発生を低減し、かつボルト製品の延性を高めたことによるものである。なお、本発明に
おいて、ねじ部の有効断面積（Ａｅ）とは、ＪＩＳ　Ｂ　１１８０の別表１中に規定され
た有効面積を意味する。また、軸部２の有効断面積（Ａｂ）とは、軸部の最小径で算出さ
れる断面積を意味する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】ボルトの概略図である。
【図２】切欠試験片の形状及び寸法（ｍｍ）を示す図である。
【図３】切欠底の応力集中係数と切欠引張強さの関係を示すグラフである。
【図４】切欠引張強さと拡散性水素量との関係を示すグラフである。
【図５】水素割れ感受性試験手順の概略図である。
【図６】ボルトの形状を示す図である。
【図７】加力概要図である。
【図８】ボルト製品の荷重変位関係図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
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　本発明における引張強さが１７００ＭＰａ以上の高力ボルトは、（１）ボルトの軸部２
の有効断面積（Ａｂ）とねじ部の有効断面積（Ａｅ）の比、すなわちＳ値を０．８５以上
で１．２５未満の値として、ボルトの軸心方向の高張力に対してはねじ部３よりもボルト
軸部２が先行して降伏変形することで遅れ破壊の発生点となるねじ部３への応力集中及び
塑性ひずみの発生を低減し、ボルト製品の延性も高めることで実現できる。
【００２０】
〔ボルト軸部形状〕
　既存のＦ１０Ｔ及びＳ１０Ｔのボルトの場合、前記（１）式におけるＳ値は１．２５か
ら１．２８の値であり、ボルト首下軸部の断面積（Ａｂ）がねじ部の有効断面積（Ａｅ）
よりも大きいためボルトに張力を付加するとボルトはねじ部で破断する。
　本発明のボルトの場合、Ｓ値が１．２５未満の値となるようなボルト軸部の形状である
。このようなボルトではＳ値を１．２５未満とすることでボルトねじ部３への応力集中を
低減できる。より好ましくはＳ値を１．０５以下とすることで終局時に軸部破断が生じる
ため、ねじ部破断が生じるボルトに比べて変形能力が著しく向上する。一方でＳ値が小さ
くなりすぎるとボルトに導入できる張力も低くなるため、Ｓ値は０．８５以上とするのが
望ましい。 
【００２１】
〔化学成分〕
　本発明の高力ボルトは、質量％で
　Ｃ：０．３５～０．７０％、
　Ｓｉ：０．５０～２．５０％、
　Ｍｎ：０．１０～１．００％、
　Ｃｒ：０．３０～３．００％、
　Ｍｏ：０．５０～１．５０％、
　Ａｌ：０．００１～０．１％
を含有し、残部はＦｅ及び不可避不純物からなることを特徴とするものである。
　以下に、本発明ボルトの化学成分の限定理由について述べる。
【００２２】
Ｃ：
　Ｃは炭化物粒子を形成し、強度増加に最も有効な成分であるが、０．７０質量％を超え
ると靱性劣化を招くことから、含有量を０．７０質量％とした。強度増加を充分に期待す
るためには、０．３５質量％以上、好ましくは、０．４０質量％以上、より好ましくは０
．５０質量％を含有させる。
【００２３】
Ｓｉ：
　Ｓｉは脱酸及びフェライト中に固溶して鋼の強度を高めるとともにセメンタイトを微細
に分散させるのに有効な元素である。
　従って、脱酸材として添加したもので鋼中に残るものも含め、含有量を０．５０質量％
以上とする。高強度化を図る上で上限は特に制限しないが、鋼材の冷間鍛造性及び加工性
を考慮すれば、２．５質量％以下、好ましくは２．０質量％以下、より好ましくは１．０
質量％とすることが好ましい。
【００２４】
Ｍｎ：
　Ｍｎはオーステナイト化温度を低下させオーステナイトの微細化に有効であるとともに
、焼入れ性並びにセメンタイト中に固溶してセメンタイトの粗大化を抑制するのに有効な
元素である。
　０．１０質量％未満では所望の効果が得られないため、０．１０質量％以上と定めた。
より好ましくは０．２質量％以上を含有させる。高強度化を図る上で上限は特に制限しな
いが、得られる鋼材の靭性を考慮すれば、１．００質量％以下とすることが好ましい。
【００２５】
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Ｃｒ：
　Ｃｒは焼入れ性向上に有効な元素であるとともにセメンタイト中に固溶してセメンタイ
トの成長を遅滞させる作用が強い元素である。また、比較的多く添加することでセメンタ
イトよりも熱的に安定な高Ｃｒ炭化物を形成したり、耐食性を向上させる、本発明では重
要な元素のひとつでもある。
　したがって、少なくとも０．３０質量％以上含有させる必要がある。好ましくは０．８
０質量％以上であって、より好ましくは１．００質量％以上を含有させる。ただし、Ｃｒ
を多く添加しすぎると焼入れ処理の際に多くの粗大な炭化物が未固溶で残存し、機械的性
質を劣化させる。よってその上限を３．００質量％以下とした。
【００２６】
Ｍｏ：
　Ｍｏは本発明において鋼の高強度化に有効な元素であり、鋼の焼入れ性向上を向上させ
るだけでなく、セメンタイト中にも少量固溶してセメンタイトを熱的に安定にする。とく
にセメンタイトとはまったく別個に基地相中に新しく転位上に合金炭化物を核生成するこ
とで２次硬化を起こして鋼を強化する。しかも形成された合金炭化物は微細粒化に有効で
あると共に水素トラップサイトとしても有効である。
　したがって、好ましくは０．５０質量％以上、より好ましくは１．００質量％以上を含
有させるが、高価な元素であるとともに過剰な添加は粗大な未固溶炭化物または金属間化
合物を形成して靱性を劣化させるため、添加量の上限を１．５０質量％に定めた。
　なお、Ｗ、ＶについてもＭｏと同様な効果を示すため、Ｍｏの一部をこれらの元素で置
き換えることも可能である。
【００２７】
　Ａｌは脱酸およびＯやＮなどの元素と酸化物や窒化物などを形成して基地組織を微細化
するのに有効な元素である。ただし過剰な添加は靱性を低下させるため、０．１質量％以
下とするのが好ましい。より好ましくは０．０４質量％以下とすることが好ましい。
【００２８】
　ＰやＳは粒界強度を低下させるため極力取り除きたい元素であり、それぞれ０．０１質
量％以下とすることが好ましい。
【００２９】
　なお、上記以外の元素についても、本発明の効果を下げない範囲で各種の元素が含有さ
れることが許容される。
【００３０】
〔ボルト製品の調質処理〕
　１７００ＭＰａ以上のボルト引張強さを得るためには、素材をボルトへ成形した後、焼
入れおよび焼戻処理を施す必要がある。
　以下に、本発明におけるボルト製品の調質処理条件の限定理由について述べる。なお、
ここでボルト引張強さは、ボルト製品からＪＩＳ　Ｚ　２２０１で規定される形状及び寸
法に切削加工された引張試験片の常温での引張強さとする。
【００３１】
　上記化学成分よりボルト製品のオーステナイト化温度としては８５０℃以上が必要であ
る。ただしオーステナイト化温度が高すぎると基地結晶粒組織が粗大化し、ボルトの靭性
が低下してしまう。したがってオーステナイト化温度の上限を１０５０℃以下に定めた。
　オーステナイト化温度としては好ましくは１０００℃以下、さらに好ましくは９５０℃
以下とする。なお、オーステナイト化時間はボルト製品の形状や大きさによって異なるた
め条件は特に限定しないが、ボルト製品がオーステナイト化温度に達した後、１０分から
９０分の範囲内であることが望ましい。
【００３２】
　オーステナイト化後の焼入れ条件はボルト製品の形状や大きさによって異なるため条件
は特に限定しないが、焼入れによって（１）ボルトねじ底部等に焼割れが生じないこと、
（２）焼入れままのボルト製品を構成する基地金属組織の９０体積％以上がマルテンサイ
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ト組織からなることが不可欠である。その理由は、基地金属組織の９０体積％未満の場合
は、引き続く焼戻処理によって、１７００ＭＰａ以上の引張強さが得られないためである
。
【００３３】
　前記焼入れまま組織において、１７００ＭＰａ以上の引張強さでボルトの靭性や耐遅れ
破壊特性を担保するには５００℃以上で焼戻処理を施す必要がある。高温で焼戻処理を施
すほど靭性は向上するが、引張強さは低下する。よって、焼戻温度の上限を６５０℃と定
めた。とくに上記Ｍｏ添加の効果を有効に利用するには、その焼戻温度としては好ましく
は５３０℃以上、より好ましくは５５０℃以上とする。なお、焼戻時間はボルト製品の形
状や大きさによって異なるため条件は特に限定しないが、ボルト製品が焼戻温度に達した
後、３０分から９０分の範囲内であることが望ましい。
【実施例】
【００３４】
　以下、本発明の実施例について説明する。
　この実施例における供試鋼材の化学成分を表１、熱処理条件および常温での引張変形特
性を表２に示す。
　表１において鋼材Ａ，Ｂ，Ｃは本発明範囲内の化学成分の鋼材、Ｄ，Ｅは発明成分範囲
外の鋼材である。なお、比較鋼のＤ鋼はＦ１０Ｔ高力ボルト用鋼としても使用されるＪＩ
Ｓ－ＳＣＭ４４０鋼に相当する。
【００３５】
【表１】

【００３６】
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【表２】

【００３７】
　発明鋼Ａ、発明鋼Ｂは５００℃以上の焼戻温度で１７００ＭＰａ以上の引張強さを得る
ことができるが、比較鋼Ｄは、Ｓｉ、Ｍｏ量が、比較鋼Ｅは、Ｍｏ量がそれぞれ本発明の
下限より少なく焼戻軟化抵抗が小さいため５００℃以上の焼戻処理では１７００ＭＰａ以
上の引張強さを得ることができなかった。ただし、発明鋼Ａでも焼戻マルテンサイト体積
率が９０％未満になると、１７００ＭＰａ以上の引張強さを得ることができなくなった。
　なお、用いた引張試験片はＪＩＳ　Ｚ　２２０１に規定のＪＩＳ４号または１４号Ａ丸
棒試験片であり、引張試験片方法はＪＩＳ　Ｚ　２２４１に準じた。
【００３８】
　図２は、ねじ底部の形状を模擬した切欠を入れた引張試験片の形状および寸法を示す。
表３に、切欠き底の曲率半径ｒと応力集中係数の関係を示す。
【００３９】
【表３】

【００４０】
　例えば、図３は発明鋼Ａ、発明鋼Ｂ、並びに比較鋼Ｄの切欠試験片の応力集中係数と切
欠引張強さとの関係を示す。なお、ここでは万能型引張試験を用いて、クロスヘッドスピ
ードが０．５ｍｍ／ｍｉｎで試験片を破断するまで引張試験した。比較鋼Ｄと比べて、発
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明鋼Ａ，Ｂの方で切欠引張強さの応力集中係数依存性が高く、応力集中係数を低くするこ
とによってより高い切欠引張強さを得ることができる。
【００４１】
　例えば、図4は、前記切欠試験について、発明鋼Ａ、比較鋼Ｄ、比較鋼Ｅの水素割感受
性試験の結果である。なお、本試験の手順を図５に示す。鋼中の水素量は昇温脱離分析法
により測定し、１００℃／時間で試験片を加熱し３００℃までに放出される水素量を拡散
性水素量として定義した。
　同じ負荷荷重で拡散性水素の許容量を比べた場合、例えば負荷荷重１４００ＭＰａでは
、図中に矢印で示すように比較鋼Ｄ、比較鋼Ｅよりも発明鋼Ａの方で水素許容量が高い。
発明鋼Ａでは切欠底の応力集中係数を小さくすること、すなわちねじ部への応力集中を小
さくすることでさらに水素許容量を高くできる。
【００４２】
　発明鋼Ｂの直径２２ｍｍの棒材について、鋼材に球状化焼鈍処理を施した後、種々の軸
形状でトルシア型ボルトを作製した。ボルト頭部は既存のボルトフォーマーにより冷間で
作製した。ボルト成形体は９４０℃で１時間のオーステナイト化処理後、焼入れし、５４
０℃で１時間の焼戻処理を施した。ボルト製品から切り出したＪＩＳ４号試験片の引張強
さが１８１５ＭＰａであった。
【００４３】
　図６は、首下形状を変えたボルトの形状を示す。なお、ねじ形状は既存のＦ１０ＴやＳ
１０Ｔボルトと同じである。
【００４４】
　図７に加力概要図を示す。加力はアムスラー型万能試験機により圧縮力を加え、冶具を
介して試験体に引張力を作用させた。変位計を鋼板の４辺に取付け、上下の鋼板の相対変
位を試験体が破断するまで測定した。なお、試験は、事前にキャリブレーション試験を行
い、張力管理により、締め付けを行って、ボルト製品のねじ部の降伏耐力の０．７５倍に
相当する初期張力（＝０．７５×降伏強さ×Ａｅ）を導入した。
【００４５】
　この試験により、ボルトの変位量と荷重の関係を調査した（図８）。なお、図中の荷重
変位曲線の右端が破断点である。荷重変位関係より、Ｓ値が１．２５及び１．０５の試験
体では終局時にねじ部破断が生じている。ただし、Ｓ値が１．０５では１．２５のボルト
と比べて最大変位が改善されており、これはボルトのねじ部３への応力集中が緩和されて
いることを示している。
　さらに、Ｓ値が１．００から０．８５の試験体では終局時に軸部破断が生じており、ね
じ部３への応力集中が緩和されることに加えて、耐力が維持されかつ変形能力も大きいこ
とが分かる。発明ボルトが優れたエネルギー吸収能力を発揮していることが認められる。
なお、Ｓ値が０．８では最大荷重が４３０ｋＮまで低下している。
【００４６】
　表４は、ボルトの引張変形特性とＳ値（＝Ａｂ／Ａｅ）との関係を示す。
【００４７】
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【表４】

【００４８】
　既存のＦ１０ＴボルトのＳ値は１．２５から１．２８である。Ｓ値を本発明の１．２５
未満、０．８５以上の範囲内とすることでボルト製品の引張強さをあまり損なうことなく
ボルトの変形能を上げることができる。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明の高力ボルトを使用すれば、従来の１０００～１１００ＭＰａ級の高力ボルトに
比べて、（１）接合部のコンパクト化かつ軽量化、（２）より高強度かつ厚肉鋼板のボル
ト接合が可能になり、設計の自由度が増す。その結果、省資源化、省力化、省エネルギー
化、そしてＣＯ２削減を念頭に置いた新しい土木建築構造物が開発できる。
【符号の説明】
【００５０】
　　１　頭部
　　２　軸部
　　３　ねじ部　
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